
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

引上げ分に係る
地方消費税（社
会保障財源化分
の地方消費税交
付金）

その他

障害者福祉費 118,385 62,364 0 5,166 50,855

障害者自立支援費 895,657 658,880 31 21,832 214,914

老人福祉費 198,996 1,930 19,644 16,362 161,060

児童福祉総務費 1,134,705 485,380 141,135 46,864 461,326

児童母子措置費 772,455 543,232 37 21,135 208,051

保育所費 102,045 22,084 60,813 1,766 17,382

児童館費 41,519 0 4,472 3,417 33,630

生活保護費（扶助費） 401,701 301,525 0 9,238 90,938

小　　　　　計 3,665,463 2,075,395 0 226,132 125,780 1,238,156

介護保険費（繰出金） 499,223 4,881 0 45,587 448,755

後期高齢者医療事業費（繰出金） 439,596 76,927 0 33,445 329,224

国民健康保険事業費（繰出金） 293,292 172,323 0 11,156 109,813

小　　　　　計 1,232,111 254,131 0 0 90,188 887,792

保健衛生総務費 34,752 731 0 3,137 30,884

予防費 69,801 283 0 6,411 63,107

保健センター費 2,450 0 0 226 2,224

健康増進費 57,766 3,131 19,302 3,258 32,075

小　　　　　計 164,769 4,145 0 19,302 13,032 128,290

5,062,343 2,333,671 0 245,434 229,000 2,254,238

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています。

合　　　　　　　計

平成２９年度当初予算　地方消費税交付金（社会保障財源化分）を充当した社会保障施策経費

　平成２９年度当初予算において地方消費税交付金（社会保障財源化分：229,000千円）を充当した事業は次のとおりです。

予　算　額事　　業　　名

特　定　財　源 一　般　財　源

社会福祉

社会保険

保健衛生


